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ⅡⅡ  特特許許審審査査ハハイイウウェェイイにに基基づづくく早早期期審審査査のの手手続続ににつついいてて  

  

１１．．特特許許審審査査ハハイイウウェェイイととはは  

特許審査ハイウェイ(以下、「ＰＰＨ」という)とは、先行庁において特許可能と判断された発

明を有する出願について、後続庁において簡易な手続で早期審査を受けられるようにする枠組み

です。出願人の早期権利化を容易にすると共に、先行庁による先行技術調査と審査結果を利用す

ることで、各特許庁における審査負担を軽減し、質の向上を図ることを目的としています。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２２．．ＰＰＰＰＨＨのの種種類類  

（１）ＰＰＨは以下の３種類があり、先行庁の国・地域によって申請できるＰＰＨが異なります。 

（２０２１年３月現在の利用可能状況は次頁のとおりです。） 

先行庁の審査結果

に基づく申請  

① ＰＰＨ（通常型） 

出願人が最初に特許出願をした国・地域（第一庁）での 

『特許可能との審査結果』に基づく申請  

② ＰＰＨ ＭＯＴＴＡＩＮＡＩ 

先行庁の『特許可能との審査結果』に基づく申請 

（先行庁と後続庁との間でＰＰＨ ＭＯＴＴＡＩＮＡＩを実

施している場合、通常型とは異なり、最初に特許出願をした

第一庁は問いません） 

国際段階成果物に 

基づく申請  

③ ＰＣＴ－ＰＰＨ 

国際調査機関が作成した「見解書」、国際予備審査機関が作成

した「見解書」又は「国際予備審査報告」のうち、最新に発

行されたものの『特許性有り』との判断に基づく申請 

（日本国特許庁が国際調査機関として作成した「見解書」等

を元にして、日本国特許庁へＰＣＴ－ＰＰＨ申請することも

できます）  

  

  

 

 
  
     優先権主張など 
 

 

                         先⾏庁の審査書類等の必要書類を提出        

先先行行庁庁のの出出願願  特特許許可可能能ととのの判判断断  

後後続続庁庁のの出出願願  ＰＰＰＰＨＨ申申請請  早早期期審審査査  
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（２）日本へ申請可能なＰＰＨの種類（国・地域別） 

先行庁 

国・地域名 

日本への申請時に利用できる PPH の種類 

先行庁の審査結果に基づく申請 
国際段階成果物に 

基づく申請 

アイスランド ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

アメリカ合衆国 ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

アルゼンチン ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

イギリス ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

イスラエル ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

インド ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

インドネシア ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

エジプト ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

欧州特許庁 ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

エストニア ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

オーストラリア ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

オーストリア ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

カナダ ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

韓国 ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

コロンビア ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

サウジアラビア ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

シンガポール ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

スウェーデン ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

スペイン ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

タイ ①PPH － － 

台湾 ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

チェコ ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

中国 ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

チリ ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

デンマーク ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

ドイツ ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

トルコ ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

日本 － － ③PCT-PPH 

ニュージーランド ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

ノルウェー ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

ハンガリー ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

ヴィシェグラード － － ③PCT-PPH 
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フィリピン ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

フィンランド ①PPH ②PPH MOTTAINAI ③PCT-PPH 

ブラジル ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

フランス ①PPH   

ベトナム ①PPH － － 

ペルー ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

ポーランド ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

北欧特許庁 － － ③PCT-PPH 

ポルトガル ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

マレーシア ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

メキシコ ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

ユーラシア特許庁 ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

ルーマニア ①PPH ②PPH MOTTAINAI － 

ロシア ①PPH ②PPH MOTTAINAI ④ PCT-PPH 

（２０２１年３月現在）   

※網掛けの申請においては、後述する「各庁が提供するドシエ・アクセス・システム」が利

用可能です。 

  

３３．．ＰＰＰＰＨＨのの申申請請要要件件 

ＰＰＨに基づく早期審査の対象となるためには、日本への申請の場合、早期審査の要件である「審

査請求がされていること」に加え、以下の要件を満たす必要があります。  

（１）通常型ＰＰＨ及びＰＰＨ ＭＯＴＴＡＩＮＡＩの場合 

① 当該出願（日本への出願）が、先行庁の出願に基づいてパリ条約上の優先権を主張して

いるなど、先行庁の出願と特定の関係にあること（※１） 

② 先行庁の出願において、特許可能と判断された請求項を有すること 

③ 当該出願（日本への出願）の全ての請求項が、先行庁出願で特許可能と判断された請求

項のいずれかと十分に対応していること 

④ 当該出願（日本への出願）について、審査が開始されていないこと（※２） 

 

（２）ＰＣＴ－ＰＰＨの場合 

① 当該出願（日本への出願）に対応する国際出願の国際段階成果物（※３）のうち、最新に発

行されたものにおいて特許性（新規性・進歩性・産業上の利用可能性のいずれも）「有

り」と示された請求項が存在すること 

② 「当該出願（日本への出願）」が、対応する国際出願の国内段階であるなど、対応する

国際出願と特定の関係を満たすこと（※１） 

③ 当該出願（日本への出願）の全ての請求項が、対応する国際出願の最新国際段階成果物
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で特許可能と判断された請求項と十分に対応しているか、十分に対応するように補正さ

れていること 

④ 当該出願（日本への出願）について、審査が開始されていないこと（※２） 

 
 (*1)特定の関係は、先方庁の国・地域により要件が異なります。次頁以降に代表的な申請パターンを記載し 

ていますが、詳細につきましては、以下の URL より各国の最新ガイドラインをご確認ください。 

https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/guideline.html 
(*２)日本の出願における「審査が開始されていない」とは、「特許庁の審査官による以下のいずれかの通知 

等が到達する前」を意味します。「拒絶理由通知（特許法第５０条）」、「特許査定の謄本の送達（特許法 

第５２条第２項）」、「明細書における先行技術文献開示義務違反の通知（特許法第４８条の７）」及び「同 

一発明かつ同日出願の場合の協議指令（特許法第３９条第７項）」 
(*３)国際調査機関が作成した見解書(WO/ISA)、国際予備審査機関が作成した見解書(WO/IPEA)及び国 

際予備審査報告(IPER/IPEA)のうち最新に発行されたものを指します。 

 

４４．．ＰＰＰＰＨＨのの要要件件判判断断フフロローー  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はい 

いいえ 

審査着手前ですか？ 

いいえ 

出願審査請求を行ってください 

はい 

 

はい 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

出願審査請求済ですか？ 

 

対応する「先行庁の出願」又は「国際出願」の請求項は、 
「特許可能」又は「特許性有り」との判断が示されていますか？ 

はい 

 

対応する「先行庁の出願」又は「国際出願」が、特定の関係を 
満たしていますか？ 

当該出願の全ての請求項は、対応する「先行庁の出願」 
又は「国際出願」において、特許可能と示された請求項の

いずれかと十分に対応していますか？ 
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ＰＰＨに基づく早

期申請ができます 
ＰＰＨに基づく早期申請ができません。 

「外国関連出願」に基づく早期申請をご検討ください。 
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ＰＰＨに基づく早

期申請ができます 
ＰＰＨに基づく早期申請ができません。 

「外国関連出願」に基づく早期申請をご検討ください。 
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５５．．特特定定のの関関係係をを満満たたすす申申請請パパタターーンン(*1) 

 

（１）通常型ＰＰＨの場合 

当該出願（ＰＣＴ出願の国内移行出願も含む）が、 

 

 パターン１  第１庁出願である先行庁出願に基づいて正当な

パリ条約による優先権を主張している出願である 

 
 

 パターン２ 優先権主張を伴わないＰＣＴ出願の日本への国

内移行出願である 

 

 

 パターン３ 優先権主張を伴わないＰＣＴ出願に基づいて正

当なパリ条約による優先権を主張している出願である 

 

 

                                                 
(*1)本項には日本に申請する場合の代表的なパターンを記載しています。特定の関係は、先方庁の国・地域によ

り要件が異なりますので、詳細につきましては、以下の URL より各国の最新ガイドラインをご確認ください。 

https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/guideline.html 
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（２）ＰＰＨ ＭＯＴＴＡＩＮＡＩの場合 

当該出願（ＰＣＴ出願の国内移行出願も含む）が、 

 

 パターン４   先行庁出願に対する正当なパリ条約に基づく優先

権主張の基礎となっている出願である 

 

 

 パターン５ 先行庁出願（ＰＣＴ出願の国内移行出願も含む）

と同一の優先権基礎出願を有する出願である 
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（２）ＰＰＨ ＭＯＴＴＡＩＮＡＩの場合 

当該出願（ＰＣＴ出願の国内移行出願も含む）が、 

 

 パターン４   先行庁出願に対する正当なパリ条約に基づく優先

権主張の基礎となっている出願である 

 

 

 パターン５ 先行庁出願（ＰＣＴ出願の国内移行出願も含む）

と同一の優先権基礎出願を有する出願である 
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（３）ＰＣＴ－ＰＰＨの場合 

 パターン６ 当該出願は、対応する国際出願の国内段階である 

 

 

 パターン７ 当該出願は、対応する国際出願のパリ条約優先権

主張の基礎となっている 

 

 

 パターン８ 当該出願は、対応する国際出願をパリ条約優先権

主張の基礎とする国際出願の国内段階である 
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 パターン９ 当該出願は、対応する国際出願を国内優先権主張

又はパリ条約優先権主張の基礎とする国内出願である 

     

 

 パターン１０ 当該出願は上記パターン６～９のいずれかの関

係を満たす出願の派生出願（分割出願、国内優先権を主張する出願

等）である 
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 パターン９ 当該出願は、対応する国際出願を国内優先権主張

又はパリ条約優先権主張の基礎とする国内出願である 

     

 

 パターン１０ 当該出願は上記パターン６～９のいずれかの関

係を満たす出願の派生出願（分割出願、国内優先権を主張する出願

等）である 
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６６．．ＰＰＰＰＨＨにに基基づづくく早早期期審審査査のの申申請請手手続続（（記記載載要要領領））  

 

日本へのＰＰＨの申請は「早期審査に関する事情説明書」の提出により行います。通常の早期

審査と同じ「早期審査様式」（「Ⅰ ３．（５）」参照。）を用いて、事件の表示・提出者等の書誌

的事項、早期審査に関する事情説明及びＰＰＨ申請の必要事項を記載し、必要書類を添付して提

出して下さい。 

 

（１）必要書類の準備・確認 

ＰＰＨ申請に必要な書類は、ＰＰＨの種類に応じて以下の（a）～(d）となっています。

申請書類の作成前に準備・確認してください。 

必要書類は原則、「早期審査に関する事情説明書」に添付し提出する必要がありますが、

条件を満たす場合は、提出を省略することが可能です※。  

 

① 通常型ＰＰＨ及びＰＰＨ ＭＯＴＴＡＩＮＡＩの場合 

以下の書類を事前に準備・確認してください。 

(a) 対応する先行庁出願に対して、先行庁特許庁審査官から出された全てのオフィスアク

ションの写し、及びその英語又は日本語の翻訳文 

(b) 対応する先行庁出願において特許可能と判断された請求項の写し、及びその英語又は

日本語の翻訳文 

(c) 対応する先行庁審査官が引用した、引用文献の写し（引用文献の翻訳文は提出不要） 

(d) 請求項対応表 

 

 ※添付を省略できる書類について 

上記(a)、(b)の書類が、先行庁の提供する「ドシエ・アクセス・システム(*2)」から入

手できる場合、出願人はこれらの書類を添付する必要はなく、「ＰＰＨ申請書」あるい

は「早期審査に関する事情説明書」中に（提出を省略する物件）として、当該書類名の

一覧を記入すれば足ります。 

ただし、先行庁が提供する書類情報が現地語（日本語・英語以外）のみの場合は、そ

の書類の翻訳文を添付書類として提出する必要がありますのでご注意ください。各国に

おける「ドシエ・アクセス・システム」による情報提供の可否につきましては、以下の

URL の各国最新ガイドラインをご確認ください。(*3) 

また、上記(c)の引用文献が特許文献である場合は、添付書類として提出を省略する

                                                 
(*2) ドシエ・アクセス・システムとは、審査関連情報（出願人提出書類や拒絶理由通知などの包袋情報）

を提供するシステムです。 
(*3)  https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/guideline.html 
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ことが可能です。 

 

② ＰＣＴ－ＰＰＨの場合 

以下の書類を事前に準備・確認してください。 

(a) 特許性有りとの判断が記載された最新国際段階成果物の写し、及びその英語又は日本

語の翻訳文 

(b) 最新国際段階成果物で特許性有りと示された請求項の写しと、それが英語でない場合

は日本語又は英語によるその翻訳文 

(c) 最新国際段階成果物で提示された引用文献の写し（引用文献の翻訳文は提出不要） 

(d) 請求項対応表 

 

なお、最新国際段階成果物の第Ⅷ欄「国際出願に対する意見」に何らかの意見が記載

されている場合は、ＰＰＨ申請の際に、当該意見に対する釈明の記載が必要となります

ので、申請前に必ず確認してください。釈明の記載を行わなかった場合は、ＰＰＨの対

象となりませんのでご注意ください。 

 

 ※提出を省略できる書類について 

上記(a)、(b)の書類が、世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）のＰＡＴＥＮＴＳＣＯＰ

Ｅ（パテントスコープ）（https://patentscope2.wipo.int/search/ja/search.jsf）で

提供されている場合は、添付書類としての提出を省略することができます。また、上記

(c)の引用文献が特許文献である場合は、同様に提出の省略をすることができます。 

なお、日本語で行った国際出願の場合で、かつ、ＰＣＴ－ＰＰＨを申請する全ての 

請求項と、対応する国際出願の全ての請求項とが完全に同一である場合（請求項の削除、

追加、並び替えが無く、両出願の請求項の文言がそれぞれ完全に一致している場合）に

は、早期審査に関する事情説明書に両出願の請求項群が同一である旨を記載することで、

上記(d)の請求項対応表の提出を省略することが可能です。 

 

（２）ＰＰＨ申請書の作成 

平成２７年８月から、ＰＰＨ申請手続の利便性の向上のため、申請の必要事項等につい

て「ＰＰＨ申請書」に記載し、「早期審査に関する事情説明書」に添付して提出する申請手

続が開始されています。当面の間は「ＰＰＨ申請書」を用いない従来の手続も並行して受

け付けますが、今後新たにＰＰＨの申請を行う際は、特段の事情がない限り、ＰＰＨ申請

書による手続を行ってください。 

 

①ＰＰＨ申請書の利用方法 
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特許庁ホームページ上に掲載(6*)されたＰＰＨ申請書（ＷＥＢフォーム）をお使いのブラ

ウザに応じてダウンロードし、ご利用の端末上に保存します。次に、ダウンロードしたＰ

ＰＨ申請書（ＷＥＢフォーム）をインターネットブラウザで開き、必要事項を入力欄に日

本語で入力の上、ＷＥＢフォームの機能を利用してＰＰＨ申請書のイメージデータを作成

し保存します。 

このＰＰＨ申請書のイメージデータを「早期審査に関する事情説明書」に添付して提出

します。 

 

【ＰＰＨ申請書（ＷＥＢフォーム）の画面構成】 

 

  

                                                 
(6*) ホーム > 制度・手続 > 特許 > 手続 > 審査に関する情報 > 早期審査について > 特許審査ハイウ

ェイについて >「ガイドライン（要件と手続の詳細）・記入様式のページ）」 

https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/guideline.html 
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（３）早期審査に関する事情説明書の作成 

 ＰＰＨ申請書を利用する場合の早期審査に関する事情説明書の作成要領は以下のとおり

です。 

①書誌的事項の記載要領 

通常の早期審査の申請と同様に、提出日、事件の表示、提出者及び代理人の各欄を記入し

てください（詳細は、「Ⅰ ４．早期審査に関する事情説明書の記載要領」を参照）。早期審

査の種別欄は「特許審査ハイウェイ」と記載してください。 

 

②【早期審査に関する事情説明】の「１．事情」の記載要領 

「１．事情」欄では、当該出願（日本への出願）と先行庁の出願（又は国際出願）との関

係性を説明し、ＰＰＨプログラムによる早期審査の申請である旨を記載します。その際、対

応する先行庁の出願番号等(*4)も記載してください。 

 

③ 【提出物件の目録】の記載要領 

   【提出物件の目録】は添付する物件に関し記載するもので、作成したＰＰＨ申請書のイメ

ージデータは提出物件として【内容】の欄に添付してください。 

 また、（１）で確認した先行庁のオフィスアクションや非特許文献等の必要書類について、

「早期審査に関する事情説明書」に添付する書類は「早期審査に関する事情説明書」の【提

出物件の目録】欄に特定できる形で書類毎に項目分けして記載し、【内容】の欄に添付して

ください。なお、オンライン手続の場合、【物件名】は５０文字までしか記入できません。

５０文字を超える場合は、物件名を「非特許文献１」などとし、正確な提出物件名はそれと

の対応がわかるように「１．事情」欄に記入してください。 

提出すべき書類の添付を省略する場合や、ＰＣＴ－ＰＰＨに基づく早期審査の申請におけ

る最新国際段階成果物の第Ⅷ欄に国際出願に対する意見への釈明の記載等については、早期

審査に関する事情説明書ではなく、ＰＰＨ申請書にご記載ください（詳細は、以下の記載例

を参照）。 

 

  ※従来の申請手続（ＰＰＨ申請書を利用しない場合） 

                                                 
(*4) 通常型 PPH、PPH MOTTAINAI の場合は、出願番号の他、公報番号又は特許番号等、先行庁の案件が特

定できる番号を記入し、PCT-PPH の場合は、国際出願番号を記入してください。 
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    （３）①、②と同様に書誌的事項、事情を記載してください。なお、ＰＣＴ－ＰＰＨに基

づく早期審査の申請において、最新国際段階成果物の第Ⅷ欄に国際出願に対する意見が記載

されている場合は、特許性についての何らかの釈明を「１．事情」に記載してください（釈

明の記載が無い場合はＰＰＨの対象となりませんのでご注意ください）。次に、【提出物件の

目録】欄に上記（１）の準備・確認により「添付して提出すべき書類」と判断した書類を、

特定できる形で書類毎に項目分けし添付してください。この時、必要書類が各国のドシエア

クセスシステム又はパテントスコープにより提供されており、省略が可能な場合は（提出を

省略する物件）の項目を設け、書類名の一覧を記載してください。また、特許庁へ既に提出

されている書類を援用することにより提出を省略するときは、【提出物件の目録】の【物件名】

の欄に当該書類名を記載し、その次に【援用の表示】の欄を設けて、援用される事件の表示

を記入してください。援用する物件に限っては、【添付物件】に【物件名】や【内容】を記載

しないでください（詳細は記載例を参照）。 

 

（５）特許庁に提出 

① 提出方法 

通常の早期審査の申請と同様「オンライン」「持参」「郵便・信書便」いずれの方法も可

能です。詳細は、「Ⅰ ３．早期審査の申請手続」を参照してください。 

② 手数料 

通常の早期審査の申請と同様、特許庁への手続に係る手数料は不要です。 
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（記載例１） 

 ＜前提＞ 

  ＰＰＨ申請書：利用する 

  利用する審査結果：米国特許商標庁の審査結果を利用する (通常型ＰＰＨ) 

  先行庁との関係性：当該出願が米国特許出願を優先権主張基礎とする出願 

  その他：先行庁が提供する「ドシエ・アクセス・システム」を利用し、一部提出書類（前述６．

（１）①(a),(b)）を提出省略する  

      ＰＰＨ申請書及び非特許文献（１件）を添付 

 

 

【早期審査に関する事情説明】  

１． 事情  

特許審査ハイウェイに基づく早期審査の申請を行う。 

本出願の優先権主張の基礎となる対応米国出願（出願番号 13/000000）に対し、米国特許

商標庁により特許可能との判断がなされている。 

以下において、「非特許文献１」とは、「村岡洋一著、「コンピュータサイエンス大学講座

（第 11 巻）コンピュータ・アーキテクチャ」、第 2 版、株式会社近代科学者、1985 年 11 月、

p. 123 - 127」である。 

 

【提出物件の目録】 

【物件名】 ＰＰＨ申請書 １ 

【物件名】 非特許文献 １ 

 

【添付物件】 

【物件名】 ＰＰＨ申請書 

【内容】 

 

【物件名】 非特許文献１ 

【内容】 

 

 

【提出物件の目録】に記載した【物件名】

と同じ名前を記入 

事情では、「特許審査ハイウェイに基づく早期審査の

申請」である旨、及び、本願と対応出願との関係性に

ついて記入 

複数対応出願がある場合は、その全ての対応出願につ

いて本願との関係性を記入 

当該書類をイメージ添付。（PPH 申請書の具体的な入力内容は次頁参照） 

当該書類をイメージ添付 
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【提出物件の目録】 

【物件名】 ＰＰＨ申請書 １ 

【物件名】 非特許文献 １ 

 

【添付物件】 

【物件名】 ＰＰＨ申請書 

【内容】 

 

【物件名】 非特許文献１ 

【内容】 

 

 

【提出物件の目録】に記載した【物件名】

と同じ名前を記入 

事情では、「特許審査ハイウェイに基づく早期審査の

申請」である旨、及び、本願と対応出願との関係性に

ついて記入 

複数対応出願がある場合は、その全ての対応出願につ

いて本願との関係性を記入 

当該書類をイメージ添付。（PPH 申請書の具体的な入力内容は次頁参照） 

当該書類をイメージ添付 
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複数の対応出願番号が存在する場合は、その全ての対

応出願番号を入力 

必要書類を「早期審査に関する事情説明書」に添付し提

出する場合は上側に、提出を省略する場合は下側にチェ

ック 

⑤引用非特許文献を「早期審査に関する事情説明書」に添付する場合

は上側に、引用文献が全くない場合は下側にチェック（引用文献が特

許文献のみの場合はチェック不要） 
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提出を省略する物件の提出日や書類名、文献番

号等を入力 

先行庁の対応請求項の番号は「先行庁における特許可能な請求項」

として記載した文献に用いられている番号を記載 
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提出を省略する物件の提出日や書類名、文献番

号等を入力 

先行庁の対応請求項の番号は「先行庁における特許可能な請求項」

として記載した文献に用いられている番号を記載 
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（記載例２） 

 ＜前提＞ 

  ＰＰＨ申請書：利用する 

  利用する審査結果：中国特許庁が作成した国際段階成果物を利用する(ＰＣＴ－ＰＰＨ) 

  先行庁との関係性：ＰＣＴ出願を優先権主張基礎とし、国内移行した出願 

  その他：ＷＩＰＯが提供する「パテントスコープ」を利用し、一部提出書類（前述６．（１）①

(a),(b)）を提出省略 

      国際段階において特許性有りとされた請求項の翻訳文を援用 

国際予備審査報告書第Ⅷ欄に記載された国際出願に対する意見への釈明を記載 

【早期審査に関する事情説明】  

１． 事情  

特許審査ハイウェイに基づく早期審査の申請を行う。 

本出願は、国際出願（PCT/CN00000/000000）の国内移行出願であり、当該国際出願の特許請

求の範囲に対しては、中国国家知識産権局が作成した最新国際段階成果物において特許性有

りとの判断が明示されている。 

 

【提出物件の目録】 

【物件名】 ＰＰＨ申請書 １ 

【物件名】 0000 年 00 月 00 日付 WO/ISA の写しの翻訳文 １ 

 

【添付物件】 

【物件名】 ＰＰＨ申請書 

【内容】 

 

 

【物件名】 0000 年 00 月 00 日付 WO/ISA の写しの翻訳文 

 

 

  

【提出物件の目録】に記載した【物件名】と

同じ名前を記入 

事情では、「特許審査ハイウェイに基づく早期審査

の申請」である旨、及び、本願と対応出願との関係

性について記入 

※注意 

【物件名】に記載した物件を援用することで提出省略する場合は、【援用の表示】を設けてその旨記載する必要があ

るが、ＰＰＨ申請書の「Ｃ．必要書類」で援用省略する書類については、同申請書の中で援用省略の記載を行うの

で、早期審査の事情説明書の【提出物件の目録】欄に当該物件や【援用の表示】の記載は不要 

当該書類をイメージ添付。（PPH 申請書の具体的な入力内容は次頁参照） 

当該書類をイメージ添付 

― 221 ―



 

― 222 ― 

ドシエ照会又は PATENTSCOPE において、必要書類が英

語以外の言語しか提供されていない場合は、翻訳文を「早

期審査に関する事情説明書」に添付して提出。 

翻訳文を既に日本国特許庁へ提出している場合は、援用す

ることが可能。 

（援用を行う場合の記載例は下記参照） 

－+
－+
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ドシエ照会又は PATENTSCOPE において、必要書類が英

語以外の言語しか提供されていない場合は、翻訳文を「早

期審査に関する事情説明書」に添付して提出。 

翻訳文を既に日本国特許庁へ提出している場合は、援用す

ることが可能。 

（援用を行う場合の記載例は下記参照） 

－+
－+
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援用する場合はここをチェック 

先に提出した書類を援用する場合は、記入例のように 2

行セットで記入 

1 行目には、添付する具体的な書類名を、2 行目には、

援用する書類の情報（出願番号及び書類名）を記入 

+

PCT-PPH を利用する場合で、最新国際段階成果物の第Ⅷ欄に

おいて「国際出願に対する意見」が述べられている場合には必

ず釈明を入力 

+
+
+
+
+
+

－

－

－

－

－

－

－

+
+
+
+
+
+

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

+

+
+
+
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（記載例３） 

 ＜前提＞ 

  ＰＰＨ申請書：利用しない 

  利用する審査結果：米国特許商標庁の審査結果を利用する (通常型ＰＰＨ) 

  先行庁との関係性：当該出願が米国特許出願を優先権主張基礎とする出願 

  その他：先行庁が提供する「ドシエ・アクセス・システム」を利用し、一部提出書類（前述６．

（１）①(a),(b)）を提出省略する  

 

【早期審査に関する事情説明】  

１． 事情  

本出願は、米国特許商標庁への対応出願（出願番号００/００００００）をパリ条約に

基づく優先権の基礎出願とする出願であり、特許審査ハイウェイプログラムに基づく早期

審査の申請を行う。 

 

（提出を省略する物件） 

（物件名）**年**月**日付の対応米国出願に対するファースト・オフィス・アクションの

写し 

（物件名）**年**月**日付の対応米国出願に対する特許許可通知の写し 

（物件名）対応米国出願の特許公報である米国特許第００００００号公報 

（物件名）対応米国出願に対して引用された米国特許第０００００号公報 

（物件名）対応米国出願に対して引用された日本国特許第００００号公報 

 

 

【提出物件の目録】 

【物件名】米国出願と本出願の請求項の対応関係を示す書面 １ 

【添付物件】 

【物件名】米国出願と本出願の請求項の対応関係を示す書面 

【内容】 

 

 

 

6.(1)①(a)OA の写し 6.(1)①(b)特許許可請求項の写し 

6.(1)①(c)引用文献の写し 

6.(1)①(d)請求項対応表 

書類イメージを添付 

対応出願番号及び対応関係の説明 
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（記載例３） 

 ＜前提＞ 

  ＰＰＨ申請書：利用しない 

  利用する審査結果：米国特許商標庁の審査結果を利用する (通常型ＰＰＨ) 

  先行庁との関係性：当該出願が米国特許出願を優先権主張基礎とする出願 

  その他：先行庁が提供する「ドシエ・アクセス・システム」を利用し、一部提出書類（前述６．

（１）①(a),(b)）を提出省略する  

 

【早期審査に関する事情説明】  

１． 事情  

本出願は、米国特許商標庁への対応出願（出願番号００/００００００）をパリ条約に

基づく優先権の基礎出願とする出願であり、特許審査ハイウェイプログラムに基づく早期

審査の申請を行う。 

 

（提出を省略する物件） 

（物件名）**年**月**日付の対応米国出願に対するファースト・オフィス・アクションの

写し 

（物件名）**年**月**日付の対応米国出願に対する特許許可通知の写し 

（物件名）対応米国出願の特許公報である米国特許第００００００号公報 

（物件名）対応米国出願に対して引用された米国特許第０００００号公報 

（物件名）対応米国出願に対して引用された日本国特許第００００号公報 

 

 

【提出物件の目録】 

【物件名】米国出願と本出願の請求項の対応関係を示す書面 １ 

【添付物件】 

【物件名】米国出願と本出願の請求項の対応関係を示す書面 

【内容】 

 

 

 

6.(1)①(a)OA の写し 6.(1)①(b)特許許可請求項の写し 

6.(1)①(c)引用文献の写し 

6.(1)①(d)請求項対応表 

書類イメージを添付 

対応出願番号及び対応関係の説明 
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（記載例４） 

 ＜前提＞ 

  ＰＰＨ申請書：利用しない 

利用する審査結果：ロシア特許庁の審査結果を利用する （ＰＰＨ ＭＯＴＴＡＩＮＡＩ） 

  先行庁との関係性：当該出願及びロシア出願が共に英国特許出願を優先権主張基礎とする出願 

  その他：「ドシエ・アクセス・システム」が利用できないため、提出書類（前述６．（１）①(a),(b)

は、書類イメージを添付する。また、引用非特許文献が存在するため、書類イメージ

を添付して提出する。 

           

【早期審査に関する事情説明】 

１．事情  

本出願とロシア特許庁への対応出願（出願番号００００００００００）は、共に英国知

的財産庁への一つの出願（出願番号００００００.０）に対してパリ条約に基づく優先権

を有効に主張する出願であり、特許審査ハイウェイに基づく早期審査の申請を行うもので

ある。 

 

 

 

以下において、「引用非特許文献１」とは、「村岡洋一著、「コンピュータサイエンス大

学講座（第 11 巻）コンピュータ・アーキテクチャ」、第 2 版、株式会社近代科学者、1985

年 11 月、p. 123 - 127」である。 

 

（提出を省略する物件） 

（物件名）対応ロシア出願に対して引用された米国特許第００００号公報 

 

【提出物件の目録】 

【物件名】 ロシア出願と本出願の請求項の対応関係を示す書面 １ 

【物件名】 **年**月**日付の対応ロシア出願に対する拒絶理由通知の写し及び 

その翻訳文 １ 

【物件名】 **年**月**日付の対応ロシア出願に対する特許査定の写し及び 

その翻訳文 １ 

【物件名】 対応ロシア出願で特許可能と判断された請求項の写し及びその翻訳文 １ 

【物件名】 引用非特許文献１ １ 

 

 

【添付物件】 

【物件名】 ロシア出願と本出願の請求項の対応関係を示す書面 

【内容】 

6. (1)①(c)引用文献の写し 

6. (1)①(a)OA の写し及び翻訳文 6.(1)①(d)請求項対応表 

6. (1)①(b)特許許可請求項の写し 

対応出願番号及び対応関係の説明 

オンライン手続の場合、文献名が長い場合（50 文字以上の場合）、【物件名】

の欄に直接記入が出来ないため、「１．事情」の中に正式な文献名を記載し、

【物件名】には適当な名前を付けて記載する（例では「引用非特許文献１」

と記載） 

6. (1)①(c)引用文献の写し 
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【物件名】 **年**月**日付の対応ロシア出願に対する拒絶理由通知の写し及び 

その翻訳文 

【内容】 

 

 

 

【物件名】 **年**月**日付の対応ロシア出願に対する特許査定の写し及びその翻訳文 

【内容】 

 

 

 

【物件名】 対応ロシア出願で特許可能と判断された請求項の写し及びその翻訳文 

【内容】 

 

 

 

【物件名】 引用非特許文献１ 

【内容】 

 

 

 

書類イメージを添付又はテキストを記入 

当該書類をイメージ添付 

当該書類をイメージ添付 

当該書類をイメージ添付 

当該書類をイメージ添付 
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【物件名】 **年**月**日付の対応ロシア出願に対する拒絶理由通知の写し及び 

その翻訳文 

【内容】 

 

 

 

【物件名】 **年**月**日付の対応ロシア出願に対する特許査定の写し及びその翻訳文 

【内容】 

 

 

 

【物件名】 対応ロシア出願で特許可能と判断された請求項の写し及びその翻訳文 

【内容】 

 

 

 

【物件名】 引用非特許文献１ 

【内容】 

 

 

 

書類イメージを添付又はテキストを記入 

当該書類をイメージ添付 

当該書類をイメージ添付 

当該書類をイメージ添付 

当該書類をイメージ添付 
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（記載例５） 

 ＜前提＞ 

  ＰＰＨ申請書：利用しない 

  利用する審査結果：国際予備審査機関としての韓国特許庁が作成した国際予備審査報告書 

（ＰＣＴ－ＰＰＨ） 

  国際出願との関係性：当該出願が、対応する国際出願の国内移行出願である 

その他：ＷＩＰＯが提供する”パテントスコープ”を利用することで、提出書類（前述６．（１）

②(a),(b)）を提出省略する。但し、６．（１）②(b)の翻訳文については、先に提出

した国際出願翻訳文を援用する。 

また、国際予備審査報告書第Ⅷ欄に記載された国際出願に対する意見について、釈明

を行う。 

 

【早期審査に関する事情説明】  

１．事情  

本出願は国際出願（出願番号ＰＣＴ／ＫＲ００００/００００００）の国内移行出願であ

り、特許査ハイウェイに基づく早期審査の申請を行うものである。当該国際出願について

国際予備審査機関としての韓国特許庁が作成した国際予備審査報告において、特許請求の

範囲に対し特許可能との判断が明示されている。 

 

（提出を省略する物件） 

（物件名）**年**月**日付の対応国際出願に対する IPER の写し及びその翻訳文 

（物件名）最新国際段階成果物で特許性有りと判断されたクレームの写し 

（物件名）対応国際出願に対して引用された米国特許第００００００号明細書 

（物件名）対応国際出願に対して引用された日本国特許第００００００号公報 

 

 

 

（第 VIII 欄に記載された意見についての釈明） 

 第 VIII 欄には、請求項７は明細書によって十分に裏付けされていないとの意見が記載さ

れている。そこで、請求項７に XXX の技術的特徴を追加して限定する補正を行ったので、請

求項７は明細書によって十分に裏付けられたと思料する。 

 

【提出物件の目録】 

【物件名】 国際出願と本出願の請求項の対応関係を示す書面 １ 

【物件名】 最新国際段階成果物で特許性有りと判断されたクレームの翻訳文 １ 

 【援用の表示】 本願に係る令和○○年○○月○○日提出の特許協力条約第３４条補正

の翻訳文提出書を援用する。 

6. (1)②(c)引用文献の写し 

6. (1)②(d)請求項対応表 

6. (1)②(a)最新国際段階成果物の写し及びその翻訳文 

6. (1)②(b) 特許性有りと示された請求項の写し 

6. (1)②(b) 特許性有りと示された請求項の翻訳文 

対応国際出願番号及び対応関係の説明 
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【添付物件】 

【物件名】国際出願と本出願の請求項の対応関係を示す書面 

【内容】 

 

  

  
書類イメージを添付又はテキストを記入 
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【添付物件】 

【物件名】国際出願と本出願の請求項の対応関係を示す書面 

【内容】 

 

  

  
書類イメージを添付又はテキストを記入 
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（記載例６） 

 ＜前提＞ 

  ＰＰＨ申請書：利用しない 

利用する審査結果：国際調査機関としての日本国特許庁が作成した見解書（ＰＣＴ－ＰＰＨ） 

  国際出願との関係性：当該出願が、対応する国際出願のパリ条約優先権主張の基礎となってい

る出願である 

その他：日本語で行った国際出願の全ての請求項は、本出願の全ての請求項と完全に同一であ

るため、 対応表の添付を省略(*5)する 

 

 

【早期審査に関する事情説明】  

１．事情  

本出願は国際出願（出願番号ＰＣＴ／ＪＰ００００/００００００）のパリ条約優先権主

張の基礎となっている出願であり、特許査ハイウェイに基づく早期審査の申請を行うもの

である。 

当該国際出願について国際調査機関としての日本国特許庁が作成した見解書において、特

許請求の範囲に対し特許可能との判断が明示されている。 

 

なお、国際出願と本出願の請求項は完全に同一であるため、対応関係を示す書面の添付は

省略する。 

 

 

  

                                                 
(*5) 請求項対応表の添付省略が認められるのは、「国際出願（日本語出願）」かつ「請求項の追加、削除、

並び替えがなく、両出願の請求項の文言がそれぞれ完全に一致している」場合に限られます。 

対応国際出願番号及び対応関係の説明 

請求項が完全同一であるため、対応表を省略する

旨を記載(*7) 
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７７．．審審査査手手続続等等  

 

（１）審査手続  

①  選定手続  

特許審査ハイウェイに基づく早期審査を希望する旨が記載された「早期審査に関する事情

説明書」の提出があった場合、早期審査に付すか否かの選定が行われます。 不足している

書類がある場合は、出願人（代理人）に問い合わせを行うことがあります。 

②  選定結果の通知  

選定の結果は、「早期審査に関する通知書」として出願人に通知されます。  

 

８８．．問問いい合合わわせせ窓窓口口  

 

特許庁審査第一部調整課審査業務管理班 

TEL 03-3581-1101（内線3106） 

E-mail PA2210@jpo.go.jp 
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